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1. 概要 

耐火障壁は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」の「2.3 火災

の影響軽減」に基づき，設計基準対象施設のうち原子炉の安全停止に必要な機器等の火災の影

響軽減対策として，発電用原子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の安全停止に必

要な機能を確保するために，互いに相違する系列間の系統分離を行うために設置するものであ

る。耐火障壁は鋼材に耐火被覆材を貼り付けた 1時間耐火壁と鉄筋コンクリート造の 3 時間耐

火壁を設置する。 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-11-1 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評

価方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス設備である耐火障壁が設計用地震力に対して十

分な構造強度を有していることを確認することで，上位クラス施設に対して，波及的影響を及

ぼさないことを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

耐火障壁は，原子炉建屋原子炉棟の EL.38.80 m，EL.29.00 m，EL.20.30 m，EL.14.00 m，

EL.8.20 m，EL.2.00 m，原子炉建屋付属棟の EL.30.30 m，EL.23.00 m，EL.18.00 m，EL.10.50 

m，EL.8.20 m，EL.2.56 m，EL.-4.00 m に設置する。耐火障壁の設置位置を図 2-1～図 2-8 に

示す。 

本資料では，図 2-1～図 2-8 に示す耐火障壁のうち，構造強度評価の評価部位であるアンカ

ー部の発生荷重と許容荷重の比が最大のものを代表として耐火障壁の耐震性について示す。 

対象とした耐火障壁は，図 2-9 の位置関係図に示すように，上位クラス施設であるパワーセ

ンタの近傍に設置されており，転倒時に波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-1
1
-
2-
1
7
 R
3
 



2
 

図 2-1 耐火障壁の設置位置図（EL.-4.00 m） 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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図 2-2 耐火障壁の設置位置図（EL.2.00 m） 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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図 2-3 耐火障壁の設置位置図（EL.8.20 m） 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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図 2-4 耐火障壁の設置位置図（EL.14.0 m） 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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図 2-5 耐火障壁の設置位置図（EL.20.30 m） 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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図 2-6 耐火障壁の設置位置図（EL.23.00 m） 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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図 2-7 耐火障壁の設置位置図（EL.29.00 m） 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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図 2-8 耐火障壁の設置位置図（EL.38.80 m） 

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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図 2-9 耐火障壁の位置関係図 
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 2.2 構造計画 

耐火障壁の構造計画を表 2-1 に示す。 

表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

耐火障壁は，接着系アンカー

ボルトにより建屋躯体である

壁，床に固定される。 

鉄筋コンクリート 

*1 上部の開口は鉄板に発泡性耐火被覆材を貼り付け，電線管などの貫通部はシール材により貫通部処理し，区画する。耐震評価では，鉄板等の重量を考慮する。

*2 下部の開口は耐火扉により区画する。耐震評価では，耐火扉はコンクリートと同じ重量として考慮する。

NT2 補② Ⅴ-2-11-2-17 R3 
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2.3 評価方針 

耐火障壁は，上位クラスへの波及的影響を考慮すべき設備として地震荷重に対する構造強度

評価を行う。 

耐火障壁が面外方向の地震力を受けた際に，倒壊により周辺設備へ影響を与えないように接

合部のアンカーボルトに発生する荷重が許容荷重以下であることを確認する。 

耐火障壁の耐震評価フローを図 2-10 に示す。 

図 2-10 耐火障壁の耐震評価フロー 

2.4 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 建築基準法及び同施行令

(2) 2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書

（国土交通省国土技術政策総合研究所，国立研究開発法人建築研究所）

(3) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改訂）

（以下，「ＲＣ規準」という。）

(4) 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 年制定） 

(5) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改訂）

(6) 原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1987）（（社）日本電気協会）
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設計用地震力 

地震応答解析 

地震時における応力 
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の構造強度評価 
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2.5 記号の説明 

耐火障壁の耐震評価に用いる記号を表 2-2 に示す。 

表 2-2 記号の説明（１／２） 

記号 記号の説明 単位 

Ｌe 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ ㎜ 

sc a 接着系アンカーボルトの断面積 mm2 

ｄ 接着系アンカーボルトの径 ㎜ 

sσy 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度（短期許容引張応力度） N/mm2 

Ｆc コンクリートの設計基準強度 N/mm2 

Ｅc コンクリートのヤング係数 N/mm2 

φ1 低減係数 長期：2/3 短期：1.0 - 

φ2 低減係数 長期：1/3 短期：2/3 - 

φ3 低減係数 長期：1/3 短期：2/3 - 

αyu 
接着系アンカーボルトの材料強度のばらつきを考慮した規格降伏点強度に対す

る割増係数＝1.0 
- 

sσpa 接着系アンカーボルトの引張強度＝sσy・αyu N/mm2 

Ｌce 接着系アンカーボルトの強度算定用埋め込み長さ＝Ｌe－2・ｄ ㎜ 

ｃ1 へりあき寸法又はアンカーボルトピッチ 1 ㎜ 

ｃ2 へりあき寸法又はアンカーボルトピッチ 2 ㎜ 

ｃ3 へりあき寸法又はアンカーボルトピッチ 3 ㎜ 

α1 へりあき及びアンカーボルトのピッチによる付着強度の低減係数 1 - 

α2 へりあき及びアンカーボルトのピッチによる付着強度の低減係数 2 - 

α3 へりあき及びアンカーボルトのピッチによる付着強度の低減係数 3 - 

τbavg 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度＝10・√Ｆc/21 N/mm2 

τa 
へりあき及びアンカーボルトのピッチを考慮した接着系アンカーボルトの引張

力に対する付着強度 
N/mm2 

ｐa1 
接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト 1 本当りの許

容引張力＝φ1・sσpa・sc a  
kN/本 

ｐa3 
接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト 1 本当りの

許容引張力＝φ3・τa・π・d・Ｌce  
kN/本 

Ｐａ 接着系アンカーボルト 1本当りの許容引張力＝ｍｉｎ(ｐa1,ｐa3) kN/本 

sσqa 接着系アンカーボルトのせん断強度＝0.7・sσy N/mm2 

cσqa コンクリートの支圧強度＝0.5・√Ｆc・Ｅc N/mm2 

cσt コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度＝0.31・√Ｆc N/mm2 

ｃ へりあき寸法 ㎜ 

Ａqc せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積＝0.5・π・ｃ2 mm2 

ｑa1 
接着系アンカーボルトのせん断強度により決まる場合のアンカーボルト 1 本当

りの許容せん断力＝φ1・sσqa・sc a  
kN/本 

ｑa2 
定着した躯体の支圧強度により決まる場合の接着系アンカーボルト 1 本当りの

許容せん断力＝φ2・cσqa・sc a  
kN/本 

ｑa3 
定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合の接着系アンカーボルト 1 本当

りの許容せん断力＝φ3・cσt・Ａqc  
kN/本 

Ｑａ 接着系アンカーボルト 1本当りの許容せん断力＝ｍｉｎ(ｑa1,ｑa2,ｑa3) kN/本 
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表 2-2 記号の説明（２／２） 

記号 記号の説明 単位 

Ｌ 耐火障壁の幅 ㎜ 

Ｂ 耐火障壁の評価対象部位の幅 ㎜ 

ｂ 評価対象部位のうち評価上有効とする幅（＝Ｂ－開口部） ㎜ 

Ｄ 耐火障壁の壁厚 ㎜ 

ｄt 引張鉄筋重心位置 ㎜ 

ｄ 有効せい（＝Ｄ－ｄt） ㎜ 

ｊ 応力中心間距離（＝ｄ×7/8） ㎜ 

Ｆc コンクリートの設計基準強度 N/mm2 

Ｗc 鉄筋コンクリート重量 kN/m2 

σy 鉄筋の降伏点強度 N/mm2 

ｆs コンクリートの許容せん断応力度 N/mm2 

Ｗ 耐火障壁の周辺工作物重量 kN 

ｋ 水平震度 - 

Ｐ 耐火障壁の周辺工作物による荷重（＝ｋ×Ｗ） kN 

ｑ 壁自重地震力（＝ｋ×Ｗc×Ｄ×Ｌ） kN/m 

Ｍ 作用曲げモーメント（＝Ｐ×Ｌ＋ｑ×Ｌ×Ｌ/2） kN・m 

Ｑ 作用せん断力（＝Ｐ＋ｑ×Ｌ） kN 

ａt 設計鉄筋量（アンカーボルト断面積） mm2 

Ｍy 終局曲げ耐力（＝0.9×ａt×σy×ｄ／１０６） kN・m 

τ 設計せん断応力度（＝Ｑ/（ｂ×ｊ）） N/mm2 

ｎ 厚さ方向 アンカー筋本数 本 

ｍ 幅方向 アンカー筋列数 列 

Ｐi アンカーボルト 1本当りの引張力（＝Ｍ/（ｊ×ｍ）） kN/本 

Ｑi アンカーボルト 1本当りのせん断力（＝Ｑ/（ｎ×ｍ）） kN/本 

Ｐａ アンカーボルトの引張耐力 kN/本 

Ｑａ アンカーボルトのせん断耐力 kN/本 
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3. 設計用地震力

設計用地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」にて示す耐火障壁設置

位置の上階における地震応答解析結果を用いる。 

耐火障壁が剛構造であることから，地震応答解析に基づいて算定された最大応答加速度から設

計震度を設定する。最大応答加速度から算出した基準地震動Ｓｓによる設計震度を表 3-1 に示す。 

表 3-1 地震荷重の算定に用いる設計震度 

設置場所及び床面高さ 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

原子炉建屋原子炉棟 EL.2.00 m*１ 0.80 0.77 

*1 設置場所は原子炉建屋付属棟の EL.-4.00 m であるため，設置フロア上階の設計震度を用いる。
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4. 構造強度評価

4.1 評価部位 

耐火障壁の耐震評価は，「4.2 構造強度評価方法」に示す条件に基づき実施する。 

耐火障壁の評価部位は地震荷重により応力が発生する耐火障壁と既存躯体の取り合い部分で

あるアンカー部とする。耐火障壁の評価部位を図 4-1 に示す。 

耐火障壁の評価概要図を図 4-2 に示す。耐火障壁の開口部は，扉上端から 45°におさまる範

囲を扉の荷重影響範囲とし，検討幅とする。検討幅から扉幅分を除いた幅を評価上の有効幅と

し，扉開口部は，周辺躯体と同じ重量として荷重を考慮する。これらを考慮し，有効幅に対す

る荷重が最も大きくなる範囲として，図 4-2 に示す範囲を代表として評価する。 

図 4-1 耐火障壁の評価部位 

図 4-2 耐火障壁の評価概要図（単位：mm） 

アンカー部
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4.2 構造強度評価方法 

次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，耐火障壁に対して，水平方向から作用するものとする。なお，鉛直方向の

設計震度は 1 より小さく，地震時にアンカーボルトに引張力が生じないため，評価に

は鉛直方向の設計震度を考慮しない。

(2) 耐震計算は，耐火障壁の自重に加えて，地震荷重を考慮する。

4.3 荷重の組合せ，許容応力度及び降伏点強度 

(1) 荷重の組合せ

荷重の組合せを表 4-1 に示す。 

表 4-1 荷重の組合せ 

名称 荷重の組合せ 

耐火障壁 Ｄ＋Ｓｓ 

Ｄ：耐火障壁（周辺工作物物を含む）の自重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力

(2) 材料の許容応力度

鉄筋の材料の許容応力度を表 4-2 に示す。 

表 4-2 鉄筋の許容応力度（単位：N/mm2） 

種別 

長期 短期 

引張り 
及び圧縮 

せん断補強 
引張り 
及び圧縮 

せん断補強 

SD295A 195 195 295 295 

※ＲＣ規準による。
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(3) 降伏点強度

鉄筋の降伏点強度を表 4-3 に示す。 

表 4-3 鉄筋の降伏点強度（単位：N/mm2） 

種類 

ＪＩＳ規格材 

引張り 
及び圧縮 

せん断補強 

SD295A 324 295 

※建築基準法施行令第 96条による。

4.4 あと施工アンカー耐力及び面外方向力 

4.4.1 あと施工アンカー耐力の算出 

新設される耐火障壁は，既存躯体にあと施工アンカーを設置し，耐火障壁と既存躯体を一

体化する。あと施工アンカーは接着系アンカー（有機系カプセル）とし，日本建築学会発行

の「各種合成構造設計指針・同解説」よりアンカー耐力を次式の通り算出する。 

(1) 許容引張力

既存コンクリート中に定着されたアンカーボルト 1 本当りの許容引張力は，(4.4.1.1)

式及び(4.4.1.2)式で算出される値のうち，小さい値とする。 

a. アンカーの降伏により定まる許容引張力

ｐ
ａ１

＝φ
１
・ σ

ｐａ
・ ａ

ｓｃ
ｓ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.1）

b. アンカーの付着力により定まる許容引張力

ｐ
ａ３

＝φ
３
・τ

ａ
・π・ｄ・Ｌ

ｃｅ
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.2）

ここで，φ1 ：低減係数 長期：2/3 短期：1.0

φ3 ：低減係数 長期：1/3 短期：2/3

sσpa ：接着系アンカーボルトの引張強度

sc a ：接着系アンカーボルトの断面積

τa ：へりあき及びアンカーボルトのピッチを考慮した接着系アンカーボ

ルトの引張力に対する付着強度

ｄ ：接着系アンカーボルトの径

Ｌce ：接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ

(2) 許容せん断力

コンクリート躯体中に定着されたアンカーボルト 1 本当りの許容せん断力は，

(4.4.1.3)式，(4.4.1.4)式及び(4.4.1.5)式で算出される値のうち，最も小さい値とする。 
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a. アンカーのせん断強度により定まる許容せん断力

ｑ
ａ１

＝φ
１
・ σ

ｑａ
・ ａ

ｓｃ
ｓ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.3）

b. コンクリートの支圧強度により定まる許容せん断力

ｑ
ａ２

＝φ
２
・ σ

ｑａ
・ ａ

ｓｃ
ｃ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.4）

c. コンクリートのコーン状破壊により定まる許容せん断力

ｑ
ａ３

＝φ
３
・ σ

ｔ
・Ａ

ｑｃ
ｃ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.5）

ここで，φ1 ：低減係数 長期：2/3 短期：1.0

φ2 ：低減係数 長期：1/3 短期：2/3 

φ3 ：低減係数 長期：1/3 短期：2/3 

sσqa ：接着系アンカーボルトのせん断強度 

cσqa ：コンクリートの支圧強度 

cσt ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 

sc a ：接着系アンカーボルトの断面積 

Ａqc ：せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 

短期許容せん断力を確保するためのアンカー鉄筋埋め込み長さＬｅは，(4.4.1.6)式を満

たすように算定するものとする。 

Ｌ
ｅ

σ
ｐａ

ｓ
・ｄ

４・τ
ａ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.6）

  ここで，sσpa ：接着系アンカーボルトの引張強度 

ｄ ：接着系アンカーボルトの径 

τa ：へりあき及びアンカーボルトのピッチを考慮した接着系アンカーボ

ルトの引張力に対する付着強度
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4.4.2 面外方向力に対する検討方針 

面外方向力に対して，アンカー部に生じる引張力およびせん断力が，前項で算出したア

ンカー耐力以下であることを確認する。

地震時の検討は，アンカー部応力に対して，短期での検討とする。

検討モデルは図 4-3 に示す通り，既存躯体を支持端とした片持ち形式にモデル化し，安

全側評価での検討を行う。 

図 4-3 検討モデル図 

a. アンカー1本当りの引張力

Ｐ
ｉ
＝

Ｍ

ｊ・ｍ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.7）

b. アンカー1本当りのせん断力

Ｑ
ｉ
＝

Ｑ

ｎ・ｍ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.8）

ここで，Ｍ ：作用曲げモーメント

Ｑ ：作用せん断力 

ｊ ：応力中心間距離 

ｎ ：厚さ方向 アンカー筋本数 

ｍ ：幅方向  アンカー筋列数 

引張力及びせん断力が同時に作用する場合には，組合せ荷重を受けるアンカーボルト 1

本当りの許容値として，(4.4.1.9)式により求める。 

Ｐ
ｉ

Ｐ
ａ

２

＋
Ｑ

ｉ

Ｑ
ａ

２

≦1・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1.9） 

 ここで，Ｐａ ：アンカー引張耐力 

Ｑａ ：アンカーせん断耐力 

Ｌｑ

Ｐ
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4.4.3 計算条件 

耐火障壁の耐震評価に用いる入力値を表 4-4 に示す。 

表 4-4 耐火障壁の耐震評価に用いる入力値（１／２） 

記号 単位 記号の説明 数値 

Ｌe ㎜ 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 200 

sc a mm2 接着系アンカーボルトの断面積 199 

ｄ ㎜ 接着系アンカーボルトの径 16 

sσy N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度（短期許容引張応力度） 295 

Ｆc N/mm コンクリートの設計基準強度 22.1 

Ｅc N/mm コンクリートのヤング係数 22100

φ1 - 低減係数 長期：2/3 短期：1.0 1.0 

φ2 - 低減係数 長期：1/3 短期：2/3 2/3 

φ3 - 低減係数 長期：1/3 短期：2/3 2/3 

αyu -
接着系アンカーボルトの材料強度のばらつきを考慮した規格降伏点強度に

対する割増係数＝1.0 
1.0 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張強度＝sσy・αyu 295 

Ｌce ㎜ 接着系アンカーボルトの強度算定用埋め込み長さ＝Ｌe－2・ｄ 168 

ｃ1 ㎜ へりあき寸法又はアンカーボルトピッチ 1 100.0

ｃ2 ㎜ へりあき寸法又はアンカーボルトピッチ 2 - 

ｃ3 ㎜ へりあき寸法又はアンカーボルトピッチ 3 - 

α1 - へりあき及びアンカーボルトのピッチによる付着強度の低減係数 1 0.81 

α2 - へりあき及びアンカーボルトのピッチによる付着強度の低減係数 2 1.00 

α3 - へりあき及びアンカーボルトのピッチによる付着強度の低減係数 3 1.00 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度＝10・√Ｆc/21 10.25

τa N/mm2
へりあき及びアンカーボルトのピッチを考慮した接着系アンカーボルトの

引張力に対する付着強度 
8.30 

ｐa1 kN/本
接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト 1 本当り

の許容引張力＝φ1・sσpa・sc a  
58.7 

ｐa3 kN/本
接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト 1 本当

りの許容引張力＝φ3・τa・π・d・Ｌce  
46.7 

Ｐａ kN/本 接着系アンカーボルト 1本当りの許容引張力＝ｍｉｎ(ｐa1,ｐa3) 46.7 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度＝0.7・sσy 206.5

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度＝0.5・√Ｆc・Ｅc 349 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度＝0.31・√Ｆc 1.45 

ｃ ㎜ へりあき寸法 - 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積＝0.5・π・ｃ2 -

ｑa1 kN/本
接着系アンカーボルトのせん断強度により決まる場合のアンカーボルト 1

本当りの許容せん断力＝φ1・sσqa・sc a  
41.0 

ｑa2 kN/本
定着した躯体の支圧強度により決まる場合の接着系アンカーボルト 1 本当

りの許容せん断力＝φ2・cσqa・sc a  
46.3 

ｑa3 kN/本
定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合の接着系アンカーボルト 1

本当りの許容せん断力＝φ3・cσt・Ａqc  
- 

Ｑａ kN/本 接着系アンカーボルト 1本当りの許容せん断力＝ｍｉｎ(ｑa1,ｑa2,ｑa3) 41.0 
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表 4-4 耐火障壁の耐震評価に用いる入力値（２／２） 

記号 単位 記号の説明 数値 

Ｌ ㎜ 耐火障壁の幅 2750 

Ｄ ㎜ 耐火障壁の壁厚 300 

ｄt ㎜ 引張鉄筋重心位置 80 

ｄ ㎜ 有効せい（＝Ｄ－ｄt） 220 

ｊ ㎜ 応力中心間距離（＝ｄ×7/8） 192 

Ｗc kN/m2 鉄筋コンクリート重量 24 

Ｗ kN 耐火障壁の周辺工作物重量（1.0 kN/m2） 4.0 

ｋ - 水平震度 0.80 

Ｐ kN 耐火障壁の周辺工作物による荷重（＝ｋ×Ｗ） 3.2 

ｑ kN/m 壁自重地震力（＝ｋ×Ｗc×Ｄ×Ｌ） 15.6 

Ｍ kN・m 作用曲げモーメント（＝Ｐ×Ｌ＋ｑ×Ｌ×Ｌ/2） 67.8 

Ｑ kN 作用せん断力（＝Ｐ＋ｑ×Ｌ） 46.1 

ｎ 本 厚さ方向 アンカー筋本数 2 

ｍ 列 幅方向  アンカー筋列数 10 

Ｐi kN/本 アンカーボルト 1本当りの引張力（＝Ｍ/（ｊ×ｍ）） 35.4 

Ｑi kN/本 アンカーボルト 1本当りのせん断力（＝Ｑ/（ｎ×ｍ）） 2.4 

Ｐａ kN/本 アンカーボルトの引張耐力 46.7 

Ｑａ kN/本 アンカーボルトのせん断耐力 41.0 

 

  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-1
1
-
2-
1
7
 R
3
 



 

23 

5. 評価結果 

耐火障壁の耐震評価結果を表 5-1～表 5-2 に示す。耐火障壁については，面外方向の地震力を

受けた際に，倒壊により周辺設備へ影響を与えないように，接合部のアンカーボルトに発生する

応力が許容応力度以下であることを確認した。また，耐火障壁の耐震評価結果の一覧について表

5-3～表 5-4 に示す。 

 

表 5-1 設計条件 

機器

名称

耐震設計上の

重要度分類 

設置場所及び 

床面高さ（m） 

設計震度 周辺環境 

温度（℃）水平方向 

耐火

障壁
Ｃ 

原子炉建屋 

原子炉棟 

EL.2.00m＊１ 

0.80 40 

*1 設置場所は原子炉建屋付属棟の EL.-4.00 m であるため，設置フロア上階の設計震度を用いる。 

 

表 5-2 構造強度評価結果（鉄筋アンカーボルト 1 本当り） 

機器名称 評価部位 材料 荷重の種類 
発生荷重 

（kN/本） 

許容荷重 

（kN/本） 

耐火障壁 鉄筋アンカーボルト SD295 
引張力 35.4 46.7 

せん断力 2.4 41.0 

発生応力はすべて許容応力度以下である。 
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表 5-3 耐火障壁の耐震評価結果（原子炉建屋原子炉棟） 

設置 

建屋 

設置床 

高さ 

（m） 

対象 

設計震度 
発生荷重 

（kN/本） 

許容荷重

（kN/本）
荷重比 代表 水平 

方向 

鉛直 

方向 

原
子
炉
建
屋
原
子
炉
棟 

EL. 2.00 地下１階通路南側 0.92 0.80 17.1 46.7 0.37  

EL. 8.20 １階通路南側 0.95 0.83 26.4 46.7 0.57  

EL.14.00 ２階通路南側 1.11 0.84 39.0 46.7 0.71  

EL.20.30
３階通路北側 1.29 0.98 40.4 46.7 0.74  

３階通路南側 1.29 0.98 10.4 41.0 0.26  

EL.38.80

５階通路東側１ 1.46 1.26 6.1 42.2 0.15  

５階通路東側２ 1.46 1.26 6.1 42.2 0.15  

５階通路西側 1.46 1.26 6.1 42.2 0.15  

 

表 5-4 耐火障壁の耐震評価結果（原子炉建屋付属棟） 

設置 

建屋 

設置床 

高さ 

（m） 

対象 

設計震度 
発生荷重 

（kN/本） 

許容荷重 

（kN/本）
荷重比 代表水平 

方向 

鉛直 

方向 

原
子
炉
建
屋
付
属
棟 

EL.-4.00 地下２階電気室 0.80 0.77 35.4 46.7 0.76 ○ 

EL. 2.56 地下１階電気室 0.92 0.80 -*１ - -  

EL. 8.20

１階電気室１ 0.95 0.83 -*１ - -  

１階電気室２ 0.95 0.83 -*１ - -  

１階電気室３ 0.95 0.83 -*１ - -  

１階バッテリー室 0.95 0.83 2.4 41.0 0.06  

EL.10.50 直流 125V蓄電池室 0.95 0.83 3.1 41.0 0.08  

EL.23.00

空調機械室１ 1.29 0.98 -*１ - -  

空調機械室２ 1.29 0.98 -*１ - -  

空調機械室３ 1.29 0.98 -*１ - -  

*1 耐火障壁は同一の構造であるため，最も設計震度の大きい原子炉建屋原子炉棟 EL.38.80 の評

価にて包絡される。 
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